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納税地異動後の税務署への届出         
今年４月以降は提出が不要になる 

 

法人税や所得税の納税地が異動・変更があっ

た場合に税務署への提出が必要とされている届

出が、今年４月以降不要となる。これは、円滑・

適正な納税のための環境整備の一環として、

2017 年度税制改正大綱に盛り込まれたもの。 

法人税については、連結子法人の本店等所在

地に異動があった場合に提出することとされて

いる届出書についても、異動後の連結子法人の

本店等所在地の所轄税務署への提出が不要とな

る。 

また、法人の設立届出書等について、登記事

項証明書の添付が不要とされる。 

現行、新設法人は、その設立の日以後２月以

内に、納税地、事業の目的等を記載した届出書

に、その設立のときにおける貸借対照表、定款、

登記事項証明書、株主の名簿の写しなどを添付

し、これを納税地の所轄税務署長に提出する必

要があるが、登記事項証明書の添付が不要にな

れば、その取得のための事務量や費用負担がな

くなる。 

同様に、所得税についても、(1)納税地を変

更・異動後の納税地の所轄税務署長への届出書、

(2)個人事業の開業・廃業等について、その個人

の納税地の所轄税務署長（その個人が、事業に

係る事務所等を移転した場合で、その移転前の

事務所等の所在地を納税地としていたときは、

その移転前の納税地の所轄税務署長）以外の税

務署長への届出書、(4)給与支払事務所等が移転

後のその所在地の所轄税務署長への移転届出

書、のいずれも不要となる。 

 

みずほ銀でPepper などが“資産運用ショー” 
AI ロボットによるコンサルティングも視野に 

 

IT の最新トレンドである AI（人工知能）。英・

オックスフォード大学の教授が、近い将来職業の

半分が AI に奪われると予測し話題となったが、

資産運用の世界にもその波が押し寄せている。な

んと、実店舗でも AI が相談対応するサービスが 1

月 16 日に登場したというのだ。 

みずほ銀行八重洲口支店のFinTechコーナーで

は、Pepper、Sota（ソフトバンクロボティクス製）、

NAO（ヴイストン製）の 3種の AIを活用したコミ

ュニケーションロボットが、訪れた人に対して

「NISA のお得な話」や「将来のお金の準備」、そ

して「海外の金利動向」といった話をしてくれる。

しかも、互いに掛け合いをしながらだというか

ら、まるで「資産運用ショー」だ。単なるイベン

トとしてだけでなく、AI としての機能も十分に

発揮。Sota が顔認識機能で年齢を推定し、Pepper

と NAO は年代に合わせた話を展開する。このシ

ステムは伊藤忠テクノソリューションズ（CTC）

が担当したが、開発期間がたった 1 週間という

のも驚かされる。 

みずほ銀行によれば、これは複数のロボット

を連動する実証実験とのこと。今後は AI ロボッ

トに行員のコンサルティングサポートや、口座

作成などの窓口業務まで任せることを視野に入

れているという。システム開発期間の驚異的な

短さを考慮に入れると、投資や資産設計などの

相談、手続きを AI ロボットに依頼する日は、思

った以上に近いのかもしれない。 

 


